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はじめに
　現在，わが国では高齢化に伴い介護のニーズは増大の一
途をたどっている１）-３）。そのために，要介護度の重度化や
介護職者の数の不足から４）５），介護職者個々にかかる労力
は増大していると考えられる。一方，社会的には利用者の
尊厳を守る介護が重視されるようになり，従来からの介護
のあり方が問われている。介護職者の人員確保による介護
労力軽減と介護の質の向上の両立が緊急の課題となってい
る６）。
　筆者らは高齢者施設における介護職者の介護負担の研
究７）として，施設の種別（特別養護老人ホーム，老人保健
施設，グループホーム）における介護職者の業務別の負担
感を明らかにした。その結果，特養，老健では日勤，夜勤
共に業務中の排泄，移動介護で負担感が大きく，また，特
養，グループホームの夜勤では安全確保の業務で負担感が
大きかった。このように施設の種別と負担感の関係は明ら
かになっているが，介護職者の経験年数と負担の詳細な関
係は未だ明らかになっていない。従来の介護負担の研究は
在宅介護者の負担の研究８）-11）が多く，施設介護職者の負担
の研究12）-15)は少ない。在宅介護負担の研究では要介護者の
介護期間でみたものはあるが16），介護の経験年数でみたも
のは見あたらない。施設介護職者の介護負担の研究では，
経験年数を介護職者の属性として調査しているものの，分
析にまで至っていないもの17）-19）が殆どである。また，介護
負担を時間やエネルギー消費の面から検討したものが僅か
にあり，経験短期者で時間やエネルギー消費が大きいとす
るものがある20）。しかし，介護職者の感じている負担感と
経験年数との関係を詳しく検討した研究は見当たらない。
　介護負担の要因は種々多様にある。介護の経験年数や職
場の人間関係，家庭環境（家事・育児の多少）もその一つ
である。専門的技術や知識の習得に関係する経験年数につ
いては，経験年数が少ない者では技術の習得が不十分で一
つひとつの介護に時間を要し，エネルギーの消費が大きい
と言われている21）。また，経験年数が少いために技術が未
熟であることから自信がない。そのために経験年数が少な
い者では心身ともに負担が増大することが考えられる。ま
た，職場での人間関係が浅く摩擦が生じる者が多く，スト
レスが溜り精神的負担が増大すると考えられる。そのため
か特に経験３年未満の介護職者では離職者が多いといわれ
ている22）23）。また経験年数が増えることで職場の人間関係
が深まり他者の支援が得られ易い側面がある。また発言力
が高まり，自分の思いが実現されやすくストレスが少ない
状況ができると考えられる。しかし，経験年数が増えると
役職がつくことも多く一方で既婚者が増加し，管理的な負
担や家事の増大が生じ介護負担感の増大に影響すると考え
　介護職者の介護負担軽減のための基礎的資料を得る目的で，介護福祉士として高齢者施設介護に従事してい
るＡ短期大学の卒業生を対象にして，介護負担に関する調査を行った。介護経験年数（ｎ＝41）を３区分（経
験短期区分ｎ＝17，経験中期区分ｎ＝16，経験長期区分ｎ＝８）して介護負担要因の状況を調べた。その結果，
従事する施設種別は経験長期区分と経験短期区分が特別養護老人ホームで多く，経験中期区分は老人保健施設
が多くなっておりその傾向は異なった。夜勤回数は経験短期区分が最も多く夜勤の１番の担い手であった。業
務負担感では経験長期区分で負担感が高い業務が多く，経験中期区分で負担感が低い業務が多かった。経験短
期区分はその中間にあった。また，経験長期区分において他の区分より負担感が有意に高かったのは安全管理，
コミュニケーション，記録の業務であり，それは経験長期区分で既婚者が多いことや管理的な自覚を有してい
ることの影響が推察された。また，本調査より介護負担軽減の手がかりとなる基礎的資料が得られたと考えて
いる。
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られる。このように経験年数の多少により介護負担感に変
動かあると考えられるために経験年数を軸にして本研究を
進めた。Ａ短期大学の卒業生で介護福祉士として高齢者施
設で働いている者を対象にして，介護負担に関する調査を
行った。その結果について，介護経験年数を３区分して一
般的に用いられている介護業務の負担感の程度を比較する
と，経験長期区分で負担感が高い傾向を認め，経験中期区
分で負担感が低い傾向が認められたので報告する。
研究目的
　介護職者の介護負担軽減のための基礎的資料を得る目的
で，高齢者施設の介護に従事する介護職者の介護負担を経
験年数の関連で明らかにする。
研究方法
１. 調査方法は留め置き法による無記名自己記入式質問用
紙を用いて調査した。
２. 調査対象はＡ短期大学地域福祉学科（介護福祉士養成）
の全卒業生からランダムに選んだ者（300名）から回答の
あった56名（回答率180.7％）中の高齢者施設の従事者41
名とした。
３. 調査期間は平成21年７月10日～７月31日であった。
４. 調査項目は施設の種類，入所者数，介護職者，おむつ
使用者数，経験年数，夜勤回数，介護職者１人交換１回
時の交換人数，９種の介護業務（排泄，食事，移動，更
衣，整容，健康管理，記録，コミュニケーション，安全
確保）別介護負担感の程度（日勤帯と夜勤帯）等であっ
た。
５. 調査内容の介護業務別介護負担感の程度については，
４択肢とし負担が高い方から「④非常に負担がある」，
「③負担がある」，「②あまり負担がない」，「①負担がな
い」として設定した。また，これらは負担が高い方から
順に４点，３点，２点，１点の得点を与え点数化した。
６. 分析については，SPSS11.5JforWindows を用いてすべ
てのデータの集計を行った。また，調査項目の施設の種
別，夜勤回数，介護職者１人交換１回時の交換人数，９
種の介護業務別負担感の平均点数について経験年数３区
分（０―５年未満：経験短期，５―９年未満：経験中
期，９― 13年未満：経験長期）は文）で検討した（経験
年数区分の設定は永田らが用いた区分24）を参考にして筆
者等が修正設定したものである）。９種の介護業務につい
ては昼夜を通じて介護職者が一般的に行っている業務と
し，その業務で感じている負担感を調べた。平均点数の
3.0以上の業務負担感が高い業務とした。経験年数区分別
で比較し，有意差検定はクラスカルホリス検定，ウイル
コクスン検定で行った。
７. 倫理的配慮は本学倫理委員会の承認を受け，調査対象
者には本調査で得られたデータは統計的に処理を行い，
無記名で個人が特定されることが無いこと，研究以外の
目的には使用しないこと，回答行わないことでの不利益
は無いこと，研究終了後にデータの破棄することを文書
で説明し，調査票の返送をもって，調査への同意が得ら
れたものとした。また，調査票回収後はデータの保管を
十分行い関係者以外への閲覧を避けた。
結果
１. 介護職者が所属する施設の種別
　介護職者が所属する施設にはどのような施設があるかを
知るために，介護職者の所属施設を調べた（表１）。所属す
る施設（ｎ＝56）を施設種別でみると，特養18人（32％），
老健13人（23％），グループホーム10人（17％）であった。
特養が最も多く，次いで老健，グループホームの順であっ
た。特養，老健，グループホームに所属する者の合計は72％
で全体の４分の３を占めて多かった。以後，この３つの高
齢者施設の回答（ｎ＝41）について分析を行うこととした。
２. 経験年数からみた介護職者の分布
　経験年数による介護職者の分布を知るために経験年数の
表１　施設の種別と回答者数
図１　経験年数における介護者数
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人数を調べた。また経験年数を３区分（０―５年未満：経
験短期，５―９年未満：経験中期，９― 13年未満：経験
長期）して検討した（図１）。３年と４年が共に８人で最も
多く，次いで７年と８年が共に６人であった。１年，２年，
12年は１人以内で少なかった。経験年数３区分でみると，
経験短期区分と経験中期区分が17人，16人で同程度であり，
経験長期の８人より多かった。
３. 経験年数区分における施設種別の介護職者数
　施設の種別の違いは介護負担感に影響すると考えられる
ので，経験年数区分別における施設種別の介護職者数を調
べた（ｎ＝41）（図２）。その結果，経験中期区分では老健
が８人（50％）で多く，特養が３人〈18％〉で少なかった。
反対に経験長期区分では老健が１人（13％）で少なく，特
養が５人（63％）で多かった。経験短期区分では特養が10
人（59％）で多かった。このように経験中期区分は老健に
従事する者が多く，他の区分（特養に従事する者が多い）
と傾向が異なっていた。
４. 経験年数区分からみた配偶者有りの人数
　既婚者は未婚者より家事が増えて忙しくなり，特に女性
で忙しいと言われている。配偶者が居ることが介護負担感
に影響するのではないかと考え経験年数区分からみた配偶
者有りの人数を調べた（ｎ＝41）（図３）。その結果，経験
短期区分では３/17人（18％），経験中期区分が７/16人
（44％），経験長期者が５/８人（63％）であった。このよ
うに経験長期区分で配偶者有りの率が高かった。
５. １週間の休日数別における経験年数区分別の介護職者
数
　休日数の違いは介護の負担感に何らかの影響があるので
はないかと考え，休日数別に経験年数区分の人数を調べた
（ｎ＝38）（図４）。１週間における休日数で最も多かった
のは，いずれの区分でも２日であった。２日以上と回答し
た者が経験短期区分では13/17人（76％），経験中期区分
14/15人（93％），経験長期区分５/６人（83％）を占めて多
く，４分の３以上の者が２日以上と回答していた。
６. 夜勤回数区分別における経験年数区分別の介護職者職
数
　経験短期者では夜勤回数が多いと耳にしたことがある。
対象者の経験年数によって夜勤回数に違いがあるかを知る
ために，夜勤回数区分（３回未満，３―４回未満，４―
５回未満，５―６回未満，６―７回未満，７回以上）別
に経験年数区分別の介護職者数を調べた（ｎ＝40）（図５）。
その結果，夜勤回数が少ない５回未満では経験短期区分（ｎ
＝16）が４人（25％），経験中期区分（ｎ＝16）が４人
（25％），経験長期区分（ｎ＝８）は７人（88％）であっ
た。一方，夜勤回数が多い６回以上では，経験短期区分が
８人（50％），経験中期区分が７人（44％），経験長期区分
は１人（13％）であり，経験短期区分と経験中期区分で夜
勤回数が多くなっていた。
　このように夜勤頻度は経験短期区分が最多く，次いで経
験中期区分であったが，経験長期区分は比較的少なかった。
７. 日勤者１人交換１回時の交換人数区分別における経験
年数区分別の介護職者数
　日勤者１人が１回のおむつ交換で何人程度の交換を行っ
ているか，交換人数について経験年数による違いがあるか
を調べた。日勤者１人交換１回時の交換人数を区分（５人
未満，５― 10人未満，10 ― 15人未満，15 ― 20人未満，20
人以上）して経験年数別の介護職者数を検討した（ｎ＝36）
（図６）。１回の交換人数10人未満をみると，経験短期区分
（ｎ＝13）では12人（92％），経験中期区分（ｎ＝15）では
11人（73％），経験長期区分（ｎ＝８）では７人（88％）を
占め，何れの区分も10人未満で多いが，特に経験短期区分
図２　経験年数区分別における施設種別の介護職者数
図３　経験年数区分別の配偶者有数
図４　１週間の休日数における経験年数区分別介護職者数
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が多かった。一方，１回の交換人数の多い10人以上では経
験短期区分が１人〈８％〉，経験中期区分が４人（27％），
経験長期区分が１人（13％）であった。このように日勤者
１人で１回に多人数（10人以上）の交換をしているのは，
経験中期区分が３割弱で他の経験区分を上回った。
８. 夜勤者１人交換１回時の交換人数区分別における経験
年数区分別の介護職者数
　筆者らは夜勤者で排泄介護の負担が高いことは過去の研
究で明らかにしてきた25）。日勤者と同様に，夜勤者１人交
換１回時の交換人数を区分して経験年数区分別に介護職者
数を調べた（ｎ＝39）（図７）。交換人数の比較的少ない10
人未満をみると，経験短期区分（ｎ＝14）では７人（50％），
図５　夜勤回数別における経験年数区分別介護職者数
図６　日勤者１人交換１回時の交換人数別における経験年数別介護者数
図７　夜勤者１人交換１回時の交換人数別における経験年数別介護職者数
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経験中期区分(ｎ＝15)では10人（67％），経験長期区分（ｎ
＝８）では３人（38％）であった。一方，１回の交換人数
の比較的多い15人以上をみると経験短期区分では１人
（７％），経験中期区分は４人（27％），経験長期区分は４
人（50％）であった。なお中間の交換人数の10 ― 15人交換
は経験中期区分が６人（43％）でピークであった。
　このように，夜勤者１人交換１回の交換人数は，比較的
交換人数の少ない区分では経験中期区分で多く，交換人数
の多い交換人数区分では経験長期区分で多かった。経験短
期区分は中期区分と経験長期区分の中間にあった。
９. 日勤者における経験年数区分別の業務別負担感
　日勤者における経験年数の違いによる業務別負担感を知
るために，経験年数区分別に介護施設で一般的に行われて
いる介護業務９種（排泄，食事，移動，更衣，整容，健康
管理，記録，コミュニケーション，安全確保）別の負担感
の程度を点数化して検討した（方法参照）。ここでは９種の
業務の合計量，９種の業務中の負担感の大きい業務とその
順位を経験年数区分別で比較した。また経験年数区分間の
業務別負担感の差を検討した（表２）。
　負担感の合計量を経験年数区分で比較すると，経験中期
区分が22.6で最も小さく経験長期区分は26.4で最も高かっ
た。経験短期区分は23.2で中間にあった。経験年数別に介
護業務の負担感を高い方から点数とその順位でみると，経
験短期区分の介護業務中の負担感は1.9 ― 3.1の間にあり，
負担感の高い業務は排泄が3.1で第１位，移動が2.9で第２
位，第３位は記録とコミュニケーションで共に2.8であっ
た。経験短期区分で負担感の特に高い（３点以上）業務は
排泄介護の１/９つ（11％）であった。経験中期区分の負担
感はいずれの業務でも3.0未満で低かった。その内高いほう
から順に，安全確保が2.9で第１位，移動が2.8で第２位，
第３位は排泄，食事，記録の３項目でいずれも2.7であっ
表２　日勤帯と夜勤帯の介護職者における経験年数別の業務別負担感
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た。経験長期区分で負担感が特に高い業務は５/９つ（56％）
あり，点数は3.0 ― 3.5の間に分布していた。安全確保が
3.5で第１位，食事が3.3で第２位，排泄と移動が共に3.1で
第３位，コミュニケーションが3.0で第５位と続いていた。
このように，経験長期区分が他の経験区分より負担感の点
数が高く（最高3.5），また，点数の高い業務が５つで多か
った。
　次に，業務負担感の有意差を経験年数区分間で比較した。
その結果，安全確保において全ての経験年数区分間で有意
差（クラスカルフォリス検定，Ｐ＜0.01）が認められた。
その内，負担感が高い区分を特定すると，経験短期区分よ
り経験中期区分が有意に高く（ウイルコクスン検定，Ｐ＜
0.05），経験長期区分間が経験短期区分及び経験中期区分よ
り有意に高かった（Ｐ＜0.05～0.01）。
　このように，日勤者では経験長期区分が他の区分より安
全確保で負担感が有意に高く，経験中期区分が他の区分よ
り有意に低かった。
10. 夜勤者における経験年数区分別の業務別負担感
　夜勤者における経験年数の違いによる業務別負担感を知
るために，日勤者と同様に夜勤者の経験年数区分別に業務
別（９種）の負担感の程度を検討した。合計量，負担感の
高い業務とその順位を経験年数区分別で比較した。経験年
数区分間の業務別負担感の差も検討した（表２）。
　負担感の合計量を経験年数区分でみると，経験中期区分
が22.5で最も低く，経験長期区分は26.8で最も高かった。
経験短期区分は23.8で中間にあった。経験年数区分別に負
担感の高い業務の点数とその順位をみると，経験短期区分
の業務中の負担感は2.2 ― 3.3の間にあり，負担感の高い業
務は排泄が3.3で第１位，移動が3.0で第２位，第３位は安
全確保2.8であった。このように経験短期区分で負担感の特
に高い（３点以上）業務は排泄と移動の２/９つ（22％）で
あった。経験中期区分ではいずれの作業でも3.0未満で低く
2.0 ― 2.9の間にあった。具体的には排泄と安全確保が共に
2.9で第１位，食事と移動が共に2.6で第３位であった。ま
た，経験長期区分で負担感の特に高い業務は６/９つ（62％）
あり，点数は3.0 ― 3.5の間に分布していた。具体的にはコ
ミュニケーションと安全確保が共に3.4で第１位，排泄が第
３位，食事，健康管理，記録の３つが3.0で第４位と続いて
いた。
　このように夜勤者では日勤者と同様に経験長期区分が負
担感の点数が高く（最高3.5），また，点数の高い業務数が
６つで多かった。
　次に，これらの負担感を経験年数区分間で有意差をみた。
その結果，健康管理，コミュニケーションにおいて全ての
経験年数区分間で有意差（Ｐ＜0.05）が認められた。その
内，負担感が高い区分を特定すると，経験長期区分が経験
短期区分および中期区分より負担感が有意に高かった（Ｐ
＜0.05～Ｐ＜0.01）。
　このように夜勤者では経験長期区分が健康管理，コミュ
ニケーションの業務で負担感が他の区分より有意に高かっ
た。
考察
　介護経験年数の少ない者で離職が高いと言われて26）お
り，介護負担と経験年数は関係していると予測される。し
かし，介護負担と介護職者の経験年数の関係は未だ明らか
にされていないので経験年数と介護負担の関係を検討し
た。その結果，本研究では介護負担の有用な情報が得られ
たと考えている。そのデータから介護負担の要素である夜
勤回数，休日数，介護職者１人の交換１回における交換人
数，業務別負担感等と経験年数の関係について考察する。
１. 経験年数からみた介護労働の傾向
　介護労働ついては労働基準法に１週間の労働時間は40時
間以内で週１日以上の休日を設ける必要があるとされてい
る27）。本調査での１週間における休日は２日以上と回答し
た者がいずれの経験年数区分（76％，93％，83％）でも多
く，４分の３以上の者が回答していた。これらから介護労
働者に対して人員不足と言われながらかなりの者に週休２
日制が実施されていることが伺えた。
　夜勤業務は介護職者にとって負担が高いと言われてい
る28）。夜勤回数の多少が介護職者の介護負担に影響するこ
とは当然であると思われるが詳しい情報がない。
　夜勤回数は経験の浅い者で多いのではないかと考え夜勤
回数を調べた。その結果，夜勤回数が多い月６回以上の者
がそれぞれの経験区分（50％，44％，13％）におり，経験
短期区分が半数で最も多く，次いで経験中期区分であり，
長期区分は１割余に留まっていた。経験短期区分の者が夜
勤を頻回に行っており予測した通りの結果であった。介護
施設では夜勤者の介護業務は就職後数ヶ月から行われてお
り経験短期者でも夜勤の要員となっているのが現状であ
る。それに施設の介護人員不足が加わり経験短期者が夜勤
の一番の担い手になっているのではないかと考えられる。
夜勤回数が多いことと経験３年以内での離職者が多い29）
ことが直接関係するか否か不明であるが，その関係につい
て興味がもたれる所である。
２. 経験年数からみた介護業務別負担感の傾向
　経験短期区分では負担感が高い３点を超える介護業務は
３つあり排泄は日勤帯夜勤帯共に高く，移動は夜勤帯で高
かった。経験長期区分では負担感の高い項目が日勤と夜勤
をあわせて11あり，日勤帯と夜勤帯共に高い業務は安全確
保，コミュニケーション，食事，排泄であり，移動は日勤
帯で高く，健康管理と，記録は夜勤帯で高かった。
　経験長期区分では他の経験区分に比して有意に負担感の
点数が高い業務が多かった。特に日勤帯では安全確保の負
担感が他の区分より有意に高く，夜勤帯では健康管理，コ
ミュニケーションで有意に高かった。経験長期区分では既
高齢者入所施設の介護職者の介護負担の検討（その２）
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婚者が多くなっていた。特に深夜勤務の疲労は結婚や子供
の有無に影響されるとするとされ30），経験長期区分で既婚
者が多ことから家事や育児の割合が大きいことが予測され
る。家事や育児からくる疲労が負担感の高いことに影響し
ていると考えられた。また，健康管理，安全確保，コミュ
ニケーション等の業務は現場経験を積むことでその重要性
の意味が分かるといわれており31），経験を積んだ経験長期
区分で負担感が高いのではないだろうか。経験年数を経て
知識技術を身につけ人間関係の調整ができる者は仕事上で
役職がつき管理的な仕事をしていると推測される。管理的
自覚を持ち日々の業務をこなす中で利用者の生命の安全や
健康維持に力を注ぎ，職員と利用者のトラブルの調整を含
めた利用者との信頼関係維持に努めていることが予測され
る。これらから経験長期区分で健康管理，安全確保，コミ
ュニケーションの業務で負担感が高いのではないかと推察
できる。
　一方で経験中期区分では他の経験区分より負担感が低い
ことについては，経験中期区分の者は老健施設の従事者が
多い結果から，他の区分より看護師数の配置が多く，看護
師との連携が容易にとれることが他の区分より負担感が低
いことに影響しているのではないかと考えられる。また，
本調査での経験中期区分は年齢が25歳～29歳の間におり，
業務に熟練しチーム内では発言力を持ち仕事に生きがいを
持ち働いており，ストレスの解消法ができているのではな
いかと考えられた。仕事の能力発揮や仕事の手応えを感じ
ている者は離職者が少ないと言われており32），介護におけ
る負担感を乗り越える原動力になっているものと考えられ
た。
３. 今後の課題
　介護職者の離職の原因には介護労働に比べて待遇が悪い
という介護職者の意識が根底にある。国の責任において改
善策が出され33），改善方向に向かっているものの，まだま
だ給与や福利厚生等の待遇面での充実が必要である。
　今後，介護職者の負担感の軽減を実現するために，介護
方法や介護形態の改善により実現する方策を考えて行きた
い。そのために，本調査では介護負担要因の情報を集める
ことが出来た。一方，専門職者として利用者の尊厳を守り
利用者の幸せを実現すると共に，介護職者の喜びや誇りを
得る事のできる介護教育を行い，介護職者が負担感を乗り
越えて介護し続ける力を身つける必要がある。負担感を乗
り越えて行くために，遣り甲斐や生きがいを持って介護が
行える介護教育を目指したい。
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